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2002.7 IAS 規則 2005 年 1 月 1 日以降に開始される事業年度から，域内上場
企業(European listed companies, CESR[2005b]par.50)に
IFRS 準拠の連結財務諸表の作成を要求(art.4)。 










 2002 月に制定・公表された IAS 規則(Regulation (EC) No.1606/2002 of the European 
Parliament and of the Council of 19 July 202 on the application of international accounting 
standards, L 243, Official Journal of the European Communities, 11.9.2002)によって，2005
年 1 月 1 日以降に開始される事業年度から，域内上場企業(European listed companies)に IFRS











  つづいて 2003 年に制定・公表された目論見書指令(Directive 2003/71/EC of the European 
Parliament and of the Council of 4 November on the prospectus to be published when 
securities are offered to the public or admitted to trading and amending Directive 2001/34/EC, 




 そしてさらに，2004 年に制定・公表された透明性指令(Directive 2004/109/EC of the European 
Parliament and of the Council of 15 December 2004 on the harmonisation of transparency 
requirements in relation to information about issuers whose securities are admitted to 
trading on a regulated market and amending Directive 2001/34/EC, L 390, Official Journal of 
the European Union, 31.12.2004)によって，域内市場で資金調達する企業に，IAS 規則に準拠し
た連結財務諸表の作成・開示が要求されることになった。 
 
2. CESR による同等性評価 
前項で見たような経緯を受けて，EC(欧州理事会)は 2004 年 6 月 25 日付けで，第三国のGAAP
（一般原則および会計基準。以下便宜的に「基準」という）の同等性評価を，同委員会の諮問機
関であるCESR(欧州証券規制当局委員会Committee of European Securities Regulators，EU委







以上のCESRの助言活動は，4 段階アプローチにもとづく証券規制導入プロセス(new legislative 
techniques based on a four-level approach－透明性指令(30))のレベル 2 をなすものである
(EC[2004]。これに対し，目論見書指令の制定は，当該問題に関するレベル 1 の作業とされてい
る4。 
                                                  
4 この 4 段階プロセスは，Committee of Wise Men[2001]の提案にもとづいて 2002 年に正式に
採用されたものであり，次の 4 つのレベルからなる。 
 作業レベル 作業内容 
レベル 1 基本原則 指令または規則の制定をつうじて基本原則を設定する。 
essential 
principles 
レベル 2 実施措置 EC の諮問にもとづき，実施措置について CESR が EC に対して
技術的助言を行う。 implementing 
measures 




レベル 4 執行 
enforcement 




表 2 第三国基準に対して要求された補完措置とその件数 















1 3 1 




表 3 日本基準と米国基準に共通して要求された補完措置の対象項目 


















補完計算書 連結の範囲（支配の定義―適格 SPE が含まれていない）(IAS27) 




今後の検討事項 金融商品(IAS39)：開示 A となる可能性がある。 
CESR[2005c]p.9 により作成。 
 


























年 1 月 1 日（目論見書指令および透明性指令の発効日）以降に延期され，さらにその後，2009



































この立場は，IASBが設定したIFRSと「EUで承認されたIFRS」（IFRS as endorsed in the 

















8 同等性の定義に関する同様の記述は，CESR[2004](par.1); [2005a](par.1); [2005b](par.28)等に
も見られる。 























CESR[2005c](par.84)が，IASBの設定したIFRSと「EUで承認されたIFRS」（IFRS as endorsed 
in the EU）を区別している主たる理由の 1 つは，以上のような諸点にあるものと考えられる12。 
IAS規則(2002年)が域内上場企業に IFRSに準拠した連結財務諸表の作成を要求したことをも











                                                                                                                                                        
図られていないなどの事情が考えられる。いずれにせよ，CESR[2005c]は，首尾一貫性に欠けた
文書と評さざるをえない。 
11 ECは，2004 年 11 月 19 日に，IAS39 の全面公正価値オプションとヘッジ会計の受け入れを拒
否する決定を行った。この決定を受けてIASBはIAS39 の改訂作業に取り組み，2005 年 6 月 16
日に改訂版（公正価値オプションを原則に限定）を公表した。この改訂版を，2005 年 7 月 8 日
にARCが，2005 年 11 月 15 日にECが，それぞれ採択した。ヘッジ会計に関する取扱については，
欧州銀行連盟(European Banking Federation)とIASBに検討の継続が要請された。IFRIC3「排
出権」(2004 年 12 月)も類似の扱い。ECで受け入れ拒否。辻山[2006b]5 頁を参照されたい。 
12 2 種類のIFRSの並存については，企業会計審議会[2004]13 頁および弥永他[2005]74 頁でも指
摘されている。 






















1. IFRS の制度的位置づけと同等性概念の精緻化 


















                                                  
14 旧商法における「公正ナル会計慣行」の斟酌規定，会社法における「一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の慣行」の遵守規定も，同様の考え方を背景に持つものと考えられる。 
 その経緯については，山田他[2006a](40 頁)におけるWayne Upton氏の発言を参照されたい。 15
 8
2. 採用アプローチへの移行の可能性 
CESR[2005c]の「助言」をまつまでもなく，ASBJ は，日本基準と IFRS の差異を縮小させる
ための作業を引き続き系統的に進めていくことになるであろうし，げんにそのような作業を進め


































 山田他[2006a](45-46 頁)におけるP.L.O’Malley氏の発言を参照されたい。 19

































外国機関(IASB または EU 当局)の意向に委ねる形で随時設定・変更していくということを含意す
る。同等性評価のわが国への法制度的影響は，以上のような点に見いだされるであろう。その場
合，IFRS の採用を EU 企業（または第三国企業）に限定して認めるのか，それとも日本企業に
も認めるのか。IFRS の採用を EU 企業（または第三国企業）に限定して認める場合には，どの





























業は，2005 年は通年で 16 社，2006 年は 5 月までで 9 社とされる(齋藤[2006])。EU市場に上場



























































辻山[2006b]によれば，EU における「会計基準 2009 年問題」は，「US 市場における補正措置
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